




運用経過の説明
基準価額等の推移

第25期首(2025年7月15日)：31,561円
第25期末(2026年7月15日)：44,328円(既払分配金20円)
騰落率：40.5％(分配金再投資ベース)

※ベンチマークは、東証株価指数
（TOPIX）(配当込み）であり、期首
の基準価額に合わせて指数化してい
ます。

分配金再投資基準価額〔左軸〕
ベンチマーク〔左軸〕

基準価額〔左軸〕
純資産総額〔右軸〕

（円） （億円）
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※分配金再投資基準価額は分配金実績があった場合、分配金（税込み）を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運
用の実質的なパフォーマンスを示すものです。 
※分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課
税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。
※騰落率は、小数点以下第2位を四捨五入して表示しております。 

基準価額の主な変動要因

ファンドの運用方針に従い、マザーファンドを通じて、わが国の金融商品取引所に上場（これ
に準ずるものを含みます。）されている株式に投資を行いました。投資対象資産の価格変動等に
よる基準価額の変動要因は以下の通りとなりました。

（上昇要因）
・生成ＡＩ（人工知能）によるデーターセンター投資が継続していること
・新政権誕生に伴う経済政策への期待が高まったことに加え、衆議院選挙での与党圧勝がさらな
る追い風となったこと
・中東情勢の緩和や企業業績の拡大、株主還元の強化が続いていること

（下落要因）
・中東情勢緊迫化などによる原油上昇の影響が懸念されたこと



業種
電気機器
情報・通信業
銀行業
輸送用機器
機械

組入比率
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【組入上位業種】
期首

業種
電気機器
銀行業
卸売業
情報・通信業
サービス業

組入比率
24.3%
12.1%
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7.7%
6.4%
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期末

※組入比率は純資産総額に対する割合です。 ※組入比率は純資産総額に対する割合です。

投資環境

当該投資信託のポートフォリオ

当期の国内株式相場は、期初に日米関税交渉の合意をきっかけとして急伸しました。その後も、
首相の退陣表明や新政権発足を受けた政策期待の高まりなどを背景に上昇しました。後半は、円安
の進行に加え、データセンター向けを中心とした設備投資の拡大を背景にＡＩ半導体関連株への期
待感が高まり、衆議院選挙での与党圧勝などから株価は大幅に上昇しました。一時は中東情勢の緊
迫化を受けて下落する場面もありましたが、その後は、中東情勢の緩和や主要企業の好決算、株主
還元策を好感する動きが強まり、ＡＩ半導体関連銘柄などが牽引し史上最高値を更新しました。

フコク日本株式ファンド
期首の運用方針に基づき、フコク日本株式マザーファンドへの投資比率を高位に維持しまし
た。
なお、マザーファンドの運用に関して、富国生命投資顧問株式会社に国内株式等の運用指図に
関する権限を委託しております。

フコク日本株式マザーファンド
期首の運用方針に基づき、わが国の株式を主要投資対象とし、株式の組入比率は原則として高
位を維持しました。
銘柄選択では、ボトムアップリサーチを主体に魅力度の高い銘柄を選択しました。
個別銘柄については、資源価格上昇効果に加えエネルギー関連企業の買収などから業績拡大が
期待される三菱商事、航空・防衛・宇宙事業やエナジー事業で好調な受注が続く三菱重工業、紙
たばこ業界でのシェア拡大が継続する日本たばこ産業などを組み入れました。
業種配分では、ＡＩ活用により付加価値が向上しているサービス業、半導体材料の高付加価値
化が進む化学などの組入比率を引き上げる一方で、金利上昇によるコスト増加が懸念される不動
産業、原材料の上昇などが懸念される建設業などの組入比率を引き下げました。
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当該投資信託のベンチマークとの差異

基準価額の騰落率（分配金込み）は＋40.5％になりました。一方、ベンチマークの騰落率は
+48.0％となり、騰落率の差異は△7.5％でした。この差異に関する主な要因は以下の通りで
す。

（プラス要因）
・業種配分では、ベンチマークの構成比に対して組入比率を高くしていた非鉄金属などの騰落率
がベンチマークを上回ったこと
・銘柄選択では、ゴム製品（横浜ゴム他）、その他金融業（オリックス）などで組み入れていた
銘柄の騰落率が同業種のほかの銘柄の騰落率を上回ったこと

（マイナス要因）
・業種配分では、ベンチマークの構成比に対する組入比率の配分がマイナスに作用した卸売業な
どの騰落率がベンチマークを下回ったこと
・銘柄選択では電気機器（ソニーグループ他）、サービス業（エムスリー他）などで組み入れて
いた銘柄の騰落率が同業種のほかの銘柄の騰落率を下回ったこと
・信託報酬等のファンド運用上の諸経費を計上したこと



今後の運用方針

分配金

項　目

当期分配金
  （対基準価額比率）

分配原資の内訳
（単位：円・％、1万口当たり、税引前）

20
0.045
20
－

37,938

当期の収益
当期の収益以外
翌期繰越分配対象額

第25期
（2025年7月16日～2026年7月15日）

（注1）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価
額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収
益率とは異なります。

（注2）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで
算出しているため合計が当期分配金と一致しない場
合があります。

・収益分配については、分配対象額の水準、基準価額水準等を勘案し、1万口当たり20円（税込
み）の分配を実施しました。
・収益分配にあてず信託財産内に留保した利益の運用については、特に制限を設けず、委託者の
判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。

フコク日本株式ファンド
引き続き、フコク日本株式マザーファンドへの投資比率を高位に保つ方針です。
なお、マザーファンドの運用に関して、富国生命投資顧問株式会社に国内株式等の運用指図に
関する権限を委託します。

フコク日本株式マザーファンド
引き続き、わが国の株式を主要投資対象とし、株式の組入比率は、原則として高位を維持しま
す。また、企業への直接訪問を主体としたボトムアップ型の運用スタイルにより、ベンチマークで
ある東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）を上回る収益の獲得を目指します。
銘柄選択では、中長期的な成長が期待される銘柄、収益性の向上や資本効率の改善が見込まれる
銘柄、企業価値から見て割安と判断される銘柄に投資を行います。
業種選択では、中期的に需要拡大が見込まれるＡＩ、インフラ、防衛などに加え、これら投資の
恩恵により業績拡大が見込まれるセクターに投資する方針です。



項　目
当期

（2025年7月16日～ 2026年7月15日）
金額 比率

項目の概要

（ａ）信託報酬

（投信会社）

（販売会社）

（受託会社）
（ｂ）売買委託手数料

（株式）
（ｃ）その他費用
（監査費用）
（その他）
合　　　　計

445　

（212）

（212）

（21）
53　

（53）
2　
（2）
（0）
500　

1.155　

（0.550）

（0.550）

（0.055）
0.138　

（0.138）
0.004　
（0.004）
（0.000）
1.297　

円 ％（ａ）信託報酬＝期中の平均基準価額×期末の信託報酬率
※期中の平均基準価額は38,537円です。
ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、
法定書類等の作成等の対価
購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのフ
ァンドの管理等の対価
ファンド財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価
（ｂ）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う
手数料
（ｃ）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
信託事務の処理等に要する諸費用、信託財産に関する租税等

（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により
算出した結果です。なお、売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金
額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。

（注２）消費税は報告日の税率を採用しています。
（注３）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注４）各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、

項目ごとに小数第３位未満は四捨五入してあります。



（参考情報）総経費率

総経費率
1.16％

期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券
取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除し
た総経費率（年率）は 1.16％です。

（注）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。
（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは

異なります。

運用管理費用
（受託会社）

運用管理費用
（販売会社）

0.06％

その他費用
0.00％

 0.55％

運用管理費用
（投信会社）

0.55％
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【組入上位業種】
期首

※組入比率は純資産総額に対する割合です。
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期末

※組入比率は純資産総額に対する割合です。
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